府吏員退隠料等の基礎となるべき在職期間と恩給並びに他の地方公共団体の退職年金及び
退職一時金の基礎となるべき在職期間との通算に関する条例の一部を改正する条例（概要）

総務部人事局総務サービス課
■改正の理由

　　・「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」が平成２７年４月１日に施行されることに伴い、同法の改正規定を引用している当該条例について所要の改正を行うもの。
　・また、合わせて所要の規定整備を行うもの。
■改正の内容
(1) 第十六条（教育長）第一項「教育委員会に、教育長を置く」が削除されたため、「第一条第四項第六号」並びに「第一条第五項第二号イ」の「第十六条第一項に規定する教育長」を「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平二十六年法律第七十六号）による改正前の第十六条第一項に規定する教育長」に修正する。
(2)また、これに伴い条ずれが生じるため、「第一条第四項第六号」の「同法第十九条第一項に規定する職員で吏員に相当するもの」を「地方教育行政の組織及び運営に関する法律第十八条第一項に規定する職員で吏員に相当するもの」に改める。

また、「第一条第五項第二号イ」の「同法第十九条第二項に規定する職員」を「地方教育行政の組織及び運営に関する法律第十八条第二項に規定する職員」に改める。
(3)その他、地方自治法、学校教育法及び漁業法の改正等に伴う所要の規定整備を行う。

■施行期日
　・平成２７年４月１日
　（理由）平成２７年４月１日に施行される「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部改正と合わせて当該条例を施行させる必要があるため。
■政策アセスメント・制度間調整

　・なし
